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原子力発電所における電気計装関係機器の耐震設計
Some Studies on Aseismic Design of NuclearInstrumentation
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1.緒 口

近年,多数の原子力発電所が建設あるいは計画され,その安全

性の確保には十分な努力がなされている｡世界でも有数の地震多

発国であるわが国においては,原子炉施設の耐震性の確保が重要

であって,万一にも地震による破損のため周辺環境が汚染される

ことのないように耐震設計が行なわれている｡

電子計算機の高速,大形化に伴い,各方面において構造物の振

動解析が行なわれ,原子力発電設備に関しても,建物,機器配管

系については体系だった地震応答解析(1)が可能となってきた｡ここ

で取r)扱う制御盤など電気計装関係機器(以下電気品と称する)

に対する耐震設計の特徴は,一般的に構造的な強度は従来の経験

から十分な場合が多く,むしろ内蔵しているリレーなどの機能保

持の検討のほうがよr)重要であるという点にある｡地震時の電気

品頬の機能保持についての検討はその実施例(2)が少なく,また応答

解析の手法も現在まだ完全に確立されたものではない｡

日立製作所においては電気品の耐震性を重視し,一連の振動実

験および振動解析コードの作成を行ない,制御盤構造の検討,地

震応答解析手法の検討などを重ねてきた｡

ここでは,すでに確立されつつある原子力発電所の耐震設計の流

れに合わせて電気品の耐震設計について検討を加えていくことに

する｡

宮 崎 芳 雄**
Yoshio Miyazaki

なお,ここでは屋外変電設備など電力関係機器については取り

上げていないが,これらに対する耐震設計の考え方を述べたもの

として参考文献(3)などがあるので参照されたい｡

2.耐震設計の概要

原子力発電所の耐震設計は,地震条件の設定および建物の動的

地震応答解析から機器配管の耐震性の検討に至る一連の作業であ

r),電気品もこの一環として扱われている｡

2.1重要度分類と設計震度

建物株葉物および機器配管系は,､それぞれの発電所の安全性に

対する重要度に応じて分類され,それぞれの重要度に適した設計

がなされている｡重要度分類の定義およびそれらに考慮される耐

震設計の内容についての一例を表-1に示す｡

AsおよぴAクラスについては建設地点に想定される最大規模の

地震波について動的に解析され安全性の検討が行なわれており,

十分な耐震性を有することが確認されている｡

2.2 建物から電気晶へ

地震波は直接電気品に加わるわけではなく,電気品が設置され

ている建物などを介して作用するものである｡したがって電気品

の耐震設計においても建物の解析からスタートすることが必要で

ある｡原子力発電所の耐震設計においては,設置点の強震記録が

表1 重要度分類の定義と設計震度の一例

クラス 定 義 解 析 方 法 制御盤など機器に対する設計震度

As
原子炉格納容器および安全停止系の 動的解析および静的 建物の動的解析により得られる当該機器設置点の水平罠度

ように安全対策上特に緊要な施設 解析 および当該機器設置点における建物の静的設計震度の大き

いほうの1.2倍

静的設計震度は建築基準法に定める設計震度の3倍
A

B

機能の喪失が核的事故に至るものお
動的解析および静的

解析
よび核的事故発生の場合公衆を核的 (AsクラスのものについてはAクラスの1.5倍の地震(妄仝
災害から保護するために必要なもの 余裕検討用地震)に対しモ機能を保持することを確認する)

高放射他物質に関連する施設であっ

て上記A5およぴAクラス以外のもの

静的解析を行なうが

特に必要と三吉められ
るものについては,

動的に検討する｡

Aクラスに対する設計震度の%

C
As,AおよぴBクラス以外のすべて

の施設

必要なものについて

解析する｡

建築基準法に定める設計震度の1.2倍

*

日立製作所日立工場
**

日立製作所大みか工場
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ない場合が多いので,一般的には類似の地盤で得られた強震記錨

を3種類ほど用いることが多い｡

原子炉建物は図1(a)に示すような質量とばねの振動モデルに置

き換えられ,各質点の地震応答は基盤に加わる地震波の経過に従

って計算される｡この解析によって得られた地震応答を用いて電
気品などの積載機器の応答を求める｡

たとえば電気品として図=b)に示すような1質点モデルが図1

(a)の質点番号6に相当する建物床に設置された場合を考える｡図

1(a)の質点6で得られた地震応答α｡(t)が図1(b)に示す1質点モデ

ルに加えられた場合の振動方程式は(1)式で表わされる｡

汝＋2ん叫＋uZy=-α｡(t)…･･=‥ ……･(1)

ここで,y:相対変位

臼:電気品の固有円振動数

ん:減衰定数

減衰定数んをパラメータとして固有円振動数uまたは固有周期

rと応答加速度ぉの最大値との関係を求めると一一つの曲線が得ら

れ,床応答スペクトルと呼ばれている｡この曲線は電気品などの

機器が固有角周波数uと減衰定数んを持っていた場合,ある地震

波に対して示す最大応答加速度の最大値を示している｡

図2は床応答スペクトルの-一例を示したものである｡これは図

1(a)に示す建物解析モデルにエル･セントロ地震波を最大加速度

0.18gで加えた場合の質点番号3から6の床応答スペクトルで,

減衰定数んを0.01とした場合である｡固有周期0.35秒と0.15秒の

ピークは,エル･セントロ地震波が建物の一次および二次固有同

期により強調されて表われたものである｡ここで注意を要するこ

とは,建物と電気品などの機器が共振した場合は非常に大きな加

速度が機器に加わることである｡たとえば図2の場合,質点6の

位置にある固有周期0.35秒の機器には,4.3gの加速度が加わるこ

…
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とがわかる｡したがって電気品の耐震設計においても建物の振動

特性を考慮し 電気品と建物との共振を避けるように設計するこ

とがぜひとも必要となってくる｡

2.3 電気晶頬の機能保持

制御盤など電気品頬の耐震性は,おもにこれらに取I)付けられ

る計測器,リレーなど(以下器具類と称する)により左イ丁される｡

制御盤などを十分剛に設計し建物との共振を避けうる構造とする

とともに,器具類の耐振動特性を考慮する必要がある｡

耐震的に見ておもに検討が必要と考えられる器具類として継電

器があるが,これは概略以下のように分類される｡

(1)電磁的吸引力により接点の開閉を行なうもの

(2)電磁的な回転力により接点の開閉を行なうもの

(3)トランジスタなど使用した無接点リレー

(4)液面変化により直接動作するスイッチ

(5)単に重力のみによって接点の開あるいは閉を保つもの

電磁吸引力により接点の保持を行なうものについては吸引状態

ではかなり電磁力も強く接点の保持力は十分大きいが,非岐引時

は接点保持力が小さくなる｡誘導円板タイ70のものは完全にバラ

ンスがとれていれば回転力は働かないはずであるが,振動が継続

すると実際には回転が生ずる｡この種の形式を持つ差動継電器な

どは検出感度を保持する必要上抑制トルクが′トさく接点の保持が

困難である｡水銀など液体を用いた接点,単に重力により接点の

保持を行なっているものも耐震的に十分な検討が必要である｡ト

ランジスタなどを用いた無接点式リレーは耐震的に見てす〈一れて

いるため,振動に対して弱い継電器は無接点化を図るとか,7ェ

イル･･セイフにするなどシステム的な対策を行なうことが必要で

ある｡また器具類に振動的に弱い方向がある場合には,これらが

取り付けられる磐の振動特性を考慮して,誤動作の生じにくい■方
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向に取り付けるような注意が必要である｡

2.4 制御盤の耐震設計

図3は主としてAクラスに属する制御盤の耐左設計の概略流れ

を示したものである｡固有周期が0.05秒以下の電気品については

地震との共振はないものと考え静的な解析を行なう｡また,固有

周期0･05秒以_Lの電気品については動的な解析を行ない機能保持

の検討を行なう｡

制御盤の機能保持検討方法としては以下のものが考えられる｡

(1)計算コードによる盤応答の算出と器具類の振動特性の比較

(2)盤単独の振動試験結果と器具粕の振動特性の比較

(3)器具頬を実装した盤を加振し,機能保持の確認

系統的な制御盤耐震設計を進めるうえで最も望ましいのは(1),

(2)の方法である｡盤をいくつかの類型に分類し,それぞれの類型

ごとに匝J有周期あるいは応答加速度の最大値を,実験または計算

コードにより求めておき,これと器具類の振動特作とを比較しつ

つ制御盤設計を進めることが効果的と考えられる｡このためにも

器具単品の振動特作に関するデ【タを十分に蓄積しておくことが

電～ミ品の耐震設計上非′削二重要である｡

制御盤は.ヒ下に細長い構造のものが多く底部のみの支持では,

かなり固有周期が良くなるものが見られる｡したがって重要な盤

に対しては,上部を支持するなどして横蝮的に剛にすることが望

ましい｡

また重量物を内蔵す.る盤については,重量物をできるだけ■ド方

に配置するなどの工夫が必要である｡

制御盤の取扱いやすさの一触､ら,ドア部分に器典籍を配置した

り,引汁=ノ式のユニット構造を取っている悠については極力がた

つきのない構造とする必要がある｡制御恐諾とドアあるいはユニッ

トとががたつきのため打ちつけ合う場合,非常に大きな加速度を発

生するためこれらの取り付けには十分注意を払い ドアなどに重

要な機具を取i)付けることは極力避けるべきである｡

3.制御盤の振動実験

制御盤の耐震設計にあたって盤類の体系化を行ない,それぞれ

の形式の盤について加速度応答倍率を測定し標準化してオブくこと

が望ましい｡盤構造には骨組栢形構造,枇構造あるいは現場ラッ

クのように比較的単純な骨組構造など椎々のものが考えられるが,

ここではわれわれの行なった実験のうちから,椒構造のコントロ

メ

//ノ

藍一裏表

y
t
" 凝

複 ､′

1も､
態

浄

同4 コントロールセンタ振動実験

軒

ールセンタおよび骨組板張り構造の制御盤を取り上げてみた｡

3.1コントロールセンタ振動実験

コントロールセンタは図4に示すような縦長の制御盤で概略寸

法は高さ2.3m,幅1.65m,奥行き0.4mである｡かなりの重量の

トランスなどを内蔵し,側面板がそのまま強度部材となっている｡

正面にとってのついた部分は引出し式のユニット構造となってお

り内部に継電器,トランスなどがある｡ユニットの一例は図5に

示すとおりである｡実機においては壁などから容易に上方を支持

することが‾可能であったため,図4に示す支持フレームを用意し,

コントロールセンタ上部を支持できるようにした｡

加速度応答倍率の測定は,上記コントロールセンタを振動台上

に実際に使用される状態で設置したうえで,加速度計を側面椒お

よぴユニット内に配置(図5)し,振動台上に置かれた加速度計と

の応答値の比をとることにより行なわれた｡

コントロ】ルセンタ単独の共振特性は図6に示すとおりである｡

最も高いJぷ答の観測された8.64Hzにおける各加速度計の位置と加

速度応答倍率の関係を図7に示すが,本図によれば加速度応答は

コントロールセンタ底面より直線的に増加している｡これはコン

トロールセンタが底部を中心とした首ふり運動をしているためで,

基礎部の強度が耐寅件の一任で不足していることを示している｡

図8には同様の測定条件でコントロールセンタ頂部を支持した

場合の共振特性が示されている｡実験に使用した支持フレーム(図

4)の強度が十分でないため,相変わらずコントロールセンタ頂部

の加速度が披も大きいが,それでも一次固有振動数は16Hzにまで

向+二し地震で問題となる範囲での応答は十分低く押えられている

ことがわかる｡実際には壁などからより強固な支持を行なうこと

ができるので,さらに安全な制御盤となることが推定できる｡

次にコントロールセンタ内部のユニ､ソトに対する試験結果の--一一

部を示すことにする｡ユニットの固定が十分行なわれていない場

でナ,ユニットのがたつきは耐震的に見て問題となる｡図9は耐震

性の検討が十分行なわれていない場合の実験結果であってユニッ

ト内の仕切板あるいは背面板(図5参照)で測定した共振特性で

ある｡この場合ユニットのがたつきによって,ユニットが懲と巽

なった複雑な動きをし,ユニット支持わくに打ちつけられることに

より大きな加速度を発生することがわかる｡重要な盤については

ユニットの固定を十分に行なう必要がある｡

なおコントロールセンタ頂部サボー

も盈

トおよびユニットの強化に
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図5 ユニット内部および加速度計の取付け(○印内)
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より,ユニット内部の応答加速度を図8に示す側面根の値程度と

することができ,Aクラス和当の加振実験に対しても十分機能を

保持できることを確認している｡

32

24.0

22.n

20.0

18.0

16.0

≡:14･0
主､`

三12･0

喜1仇｡
8.0

6.0

4,0

2.0

漣〕

/仙川

ノl

′
-
い
′
/

′/

‾
ノし
‾

1Fr川州上

上りゝ7し---ム

小畑J生‖l

僻三
/＼

/ ＼

＼

＼
＼
7
-
1
1
1
ゝ

(か----七)
(⊂･-----一叫)

(い--¶)

1() 15

r.けと岩1(Hz)

2(〉 25

図9 ユニット共振特性(支持フレーム付き)

3.2 骨組構造制御盤振動実験

骨組構造の制御盤についての実験例を次に示す｡制御盤は図10

に示すように概略寸法が高さ2.2m,幅0.71n,奥行0.69mの直方

体骨組構造に板張りをしたもので,前面パネルに多数のヒンジ式

接点を持つ電磁吸引形リレーを実装している｡前面パネルについ

ては薄い板に多数のリレーが実装されるため,かなりの重量とな

る｡このため盤の耐震性を考慮し図11に示す補強を取り付けた場

合と取り付けない場合との両方について実験を行なってみた｡加

速度計はパネル面および後部フレームに図‖に示すように取り付

けられている｡

加振実験の結果によれば,フレーム自体の固有振動数は前面パ

ネルの補強によらずほぼ一定で,左右方向の固有振動数が約9Hz,

前後方向のものが約19Hzであった｡実験に供した制御盤はリレー

の配置上パネル面の前後振動がりレー接点に影響しやすい｡この

ため前後方向加振時のパネル面の加速度応答を中心に述べる｡

図12はパネル面に補強のない場合の共振特性で,前面パネルが

1枚板のためフレームと別個に複雑な動きをし,低い周波数でパ

ネル面の振動が発生している｡一方,図13は前面パネルを補強し

た場合の共振特性を示したものである｡パネル面の部分振動が消

え,フレームと一体となって振動するため,固有振動数は耐震的

にみて十分高いものとなっている｡補強は図11に示すように小さ

な鋼材をパネル面に溶接した簡単なものであるが,耐震性は非常

に向上することが判明した｡

9Hz付近の左右方向の振動は,前後方向に加振した場で=こはほ

とんど現われない｡ここでは実験結果を省略したが,左右方向に

加振した場合には観測されている｡なお4.2で述べる数値解析に

ょれば側板の剛性はほぼ全面が有効に作用し,前後方向の固有振

動数を高くすることに役立っている｡側板は単にボルトでフレー

ムに締め付けたのみであるが,非常に有効なものであることを付
記しておく｡

機能保持の検討はAクラス相当の加速度で加振し,リレー接点

の動作を観測することにより行なわれた｡前後方向加振時につい

ては,固有振動数が十分高いため問題な〈,左右方向についても

りレーアームの運動方向が加振方向と直角であり,この方向の振

動に対して強いため,誤動作などは観測されなかった｡

4.数 値 解 析

制御盤の耐震性を考慮するうえで,計算コードによる解析が可

能であれば非常に好都合である｡多自由度系の振動方程式の解法

は,直接積分法,時刻歴モータルアナリンスおよび床応答スペク
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(a)制御盤止面 (b)制御盤背面(後部フレームに加速度

計が取り付けられている)

図10 骨組構造制御盤加振実験

トル法が用いられることが多いが,制御盤の場合は数値計算の精

度,計算時間の経済性を考慮すると床応答スペクトル法が適当で

あろう｡数値解析の一例として任意形状の三次元骨組構造に対す

る地震応答解析コードによる制御盤の振動解析結果を以下に示す｡

4.1計算方法の概要

地震工学における多自由度系の振動方程式は2式で表わされる｡

〃(y＋兎)＋Cナ＋gy=0…=‥=･…‥‥･……‥…‥=(2)

ここに,〟:質量マトリックス

C:減衰マトリックス

∬:剛性マトリックス

y:相対変位ベクトル

銘:地動加速度ベクトル

(2)式において減衰マトリックスCは一般に小さいことから,減衰

ゼロの自由振動方程式〟す＋gy=0を解いて得られるれ次の固有

値,固有ベクトルをそれぞれ入刀およぴ≠柁とし,乃次の時間関数q乃

を用いて(2)式の解がy=∑≠乃¢乃で表わせるものとすれば(2)式は次
デユ

のように書き換えられる｡

〟∑≠乃な乃＋C∑≠乃血刀＋足∑≠乃q乃=-〟如J‥…‥…(3)

ここでJは加振方向のみ1の大きさをもち他はゼロ要素を持つ

ベクトルである｡乃番めの固有ベクトルの転置行列を≠乃r とする

とき,(4ト(6)式の直交条件が満足される場合は,(3)式の左側に

≠乃rを掛け,変形することによって(7)式が得られる｡

肌=≠乃r〃∑≠乃=∑mi≠～諾‥‥‥…･…･‥…‥‥‥‥……(4)

C乃=≠”rC∑≠乃=∑∑C♪乃≠♪乃≠叩
アマ

∬乃=≠乃rg∑≠乃=∑∑方♪｡≠♪柁≠叩
♪ 9

…･…‥‥(5)

･(6)

ここで(4)～(6)式はそれぞれ乃次の等価質量を表わしてし-る｡

≠〝r〟J

複乃＋孟包乃＋霊q乃ンー一元¶如‥‥･‥=……･‥‥…･(7)
各振動次ごとの等価一質点方程式(7)を解いて得られるq乃と固有

ベクトル≠”を用いてy=∑･≠乃伽より地震応答を求めることができ
J!

る｡(7)式の復乃の最大値をあらかじめ求めておけば,床応答スペク

トル法となる｡なお≠乃T〟J/肌zは振動系の励振されやすさを示す

もので刺激系数と呼ばれている｡

4,2 制御盤の解析例

3.2で述べた骨組構造制御盤に対する振動解析結果は以下に示

すとおりで,計算は前節に述べた方法によっている｡また(2)式の

剛性マトリックスは,局所座標系の剛性マトリックスから直接作成さ
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図14 制御盤の解析モデル

(a)-Jこモー･卜■(9.04Hz)

れている｡

解析に用いた23質点モデルは図l小二示すとおりである｡盤は同

図に示すように基礎フレームにボルトで固定されているが,解析

上は固定点における3軸方向の変位のみ拘束されているものとし,

回転は自由とした｡側面板については全面積を考慮し,フレーム

に対しては,たすき掛けの骨組としてモデル化している｡前面パ

ネルについてはリレー穴などがあるため実効断面を考慮している｡

表2は計算による固有振動数を 3.2で述べた実験によって求め

た固有振動数と比較して示したものである｡また振動モードの各

座標軸方向成分の最大値を1に規格化した場合の刺激係数も表2

に示した｡図15は一～三次の振動モードの計算結果を図示したも

のである｡表2の刺激係数が示すように--･一次振動は左右方向,二

次振動は前後方向に助振されやすい｡三次振動は実験では観測さ

れていないが,ねじり振動のた′め刺激係数が小さいことおよび実

験は20Hz以下を対象としていたことによるものと思われる｡

全般的に国有振動数および振動モードは実験とよく一致し,計

算コード解析が有効であることを示している｡本項で示したよう

な骨組構造が主体の盤については事里論的振動解析が可能であり,

したがって比較的簡単な電気品の耐震設計では,理論解析に適当

な実験解析をおI)込むことによr)系統的,かつ効果的に耐震設計

を進めることができる｡

表2 制御盤の固有振動数

モード

陸】有振動数(Hz) 刺 激 係 数

計 算 実 験 前後方向 左右方向 上‾F方向

1 9.04 9 0 1.478 0

2 19.3 19 0.913 0 0.032

3 24.9 0 0.178 0

注:ただし刺激係数は変位モードのⅩ,Y,Z軸成分(図川)中最大のものを1に規格

化Lた場合のものである｡
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(b)‾.二jこモーート(19.3Hz)

図15 制御盤の(‥～三次)振動モード

′＼†､JLJ〕lJrr‖

(c)ニメニモード(24.9Hz)

5.結 日

原子力発電所における電気品類に対しては,以上述べてきたよ

うに傾重な耐震設計が行なわれ,安全性の確保に多くの努力がな

されている｡原子力発電の発展に伴い耐震設計にもますます精度

と経済性の向上が望まれ,さらに詳細_な実験および解析によって

電気品耐震設計を行なうための資料を得る必要がある｡また電気

品の機能保持検討のための実験に際しては,実際の地震時の状態

とは異なり大幅に安全側の条件を課しているが,これら実験条件

についても実際の地震に近い条件によりさらに効率化を図る必要

があろう｡

耐震設計は広範囲にわたる内容を持っており,各分野の密接な

協力が必要である｡ここに述べたような実験においても関係電力

会社などのご協力をいただいた｡ニれらのご協力に感謝するとと

もにさらにいっそう耐震技術確立のために努力していきたいと念

原戻する次第である｡

参 考 文 献

(1)電気技基準調査委員会:原子力発電所耐震設計技術指針(1970

電気協会)

(2)通産省公益事業局:電力流通設備の地震対策(昭45 日本電気協

会)

(3)洛介,長山:日立評論 52,887(昭45-10)




